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5 2014（平成26年）

　租税負担と社会保障負担の合計が国民所得に占める割合。財務
省によると、厚生年金等の保険料引上げや高齢化に伴い社会保障
負担率が増加すること、景気回復・消費税率引上げに伴い租税負
担率が増加することにより、平成26年度の国民負担率は41.6%で
過去最高となる見通しです。

国民負担率

5月の税務と労務5月 （皐月）MAY
3日・憲法記念日
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国　税／ 4月分源泉所得税の納付
 5月12日

国　税／ 3月決算法人の確定申告
（法人税・消費税等） 6月2日

国　税／ 9月決算法人の中間申告
 6月2日

国　税／ 6月、9月、12月決算法人の消
費税等の中間申告

（年3回の場合） 6月2日
国　税／ 個人事業者の消費税等の中

間申告（年3回の場合） 6月2日

国　税／ 確定申告税額の延納届出に
よる延納税額の納付
 6月2日

国　税／ 特別農業所得者の承認申請
 5月15日

地方税／ 自動車税・鉱区税の納付
 都道府県の条例で定める日

ぼたん



５月号 ─ 2

　

平
成
二
十
五
年
度
税
制
改
正
で
印

紙
税
法
が
改
正
さ
れ
、
平
成
二
十
六

年
四
月
一
日
以
降
に
作
成
さ
れ
る「
金

銭
又
は
有
価
証
券
の
受
取
書
」
に
係

る
印
紙
税
の
非
課
税
範
囲
の
拡
大
な

ど
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

　

今
回
は
、
こ
の
改
正
内
容
と
印
紙

税
で
間
違
い
や
す
い
項
目
、
よ
く
あ

る
質
問
の
中
か
ら
重
要
な
も
の
を
Ｑ

＆
Ａ
形
式
で
整
理
し
て
み
ま
す
。

１　
金
銭
又
は
有
価
証
券
の
受
取
書

　
印
紙
税
法
別
表
第
一
に
あ
る

第
一
七
号
文
書
は
ど
の
よ
う
に

改
正
さ
れ
た
の
で
す
か
。

　

従
来
、
記
載
さ
れ
た
受
取
金

額
が
三
万
円
未
満
の
も
の
が
非

課
税
と
さ
れ
て
い
ま
し
た
が
、
平
成

二
十
六
年
四
月
一
日
以
降
に
作
成
さ

れ
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
受
取
金
額

が
五
万
円
未
満
の
も
の
に
つ
い
て
非

課
税
と
さ
れ
ま
し
た（
図
表
１
参
照
）。

２　
不
動
産
譲
渡
契
約
書
等
の
印
紙

税
率
の
引
下
げ

　
不
動
産
の
譲
渡
に
関
す
る
契

約
書
等
の
特
例
は
ど
う
な
り
ま

し
た
か
。

　

不
動
産
の
譲
渡
に
関
す
る
契

約
書
等
に
係
る
印
紙
税
の
特
例

税
率
に
つ
い
て
、
適
用
期
限
が
平
成

三
十
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
五
年
延

長
さ
れ
、税
率
が
軽
減
さ
れ
ま
す（
図

表
2
参
照
）。

　

適
用
は
、
平
成
二
十
六
年
四
月
一

日
以
降
に
作
成
さ
れ
る
文
書
か
ら
と

な
っ
て
い
ま
す
。

３　
よ
く
あ
る
質
問

　
消
費
税
の
金
額
を
含
め
て
印

紙
税
額
を
判
断
す
る
の
で
す
か
。

　

消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の

金
額
（
消
費
税
額
等
）
が
区
分

記
載
さ
れ
て
い
る
場
合
又
は
税
込
価

格
及
び
税
抜
価
格
が
記
載
さ
れ
て
い

る
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
取
引
に
あ
た

っ
て
課
さ
れ
る
べ
き
消
費
税
額
等
が

明
ら
か
と
な
る
場
合
に
は
、
そ
の
消

費
税
額
等
の
金
額
は
、
印
紙
税
の
記

載
金
額
に
含
め
な
い
こ
と
と
さ
れ
て

い
ま
す
。

　

た
だ
し
、
こ
の
取
扱
い
の
適
用
が

あ
る
課
税
文
書
は
、
①
第
一
号
文
書

（
不
動
産
の
譲
渡
等
の
契
約
書
）、
②

第
二
号
文
書
（
請
負
契
約
書
）、
③

第
一
七
号
文
書
（
金
銭
等
受
取
書
）

の
三
つ
に
限
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
第
一
七
号
文
書
で
非
課
税
と

さ
れ
て
い
る
「
営
業
に
関
し
な

い
受
取
書
」
と
は
、
何
で
す
か
。

　

営
業
と
い
う
の
は
、
一
般
に

営
利
を
目
的
と
し
て
同
種
の
行

為
を
反
復
継
続
し
て
行
う
こ
と
と
さ

れ
て
お
り
、
株
式
会
社
な
ど
の
営
利

法
人
の
行
為
は
、
原
則
と
し
て
営
業

に
な
り
ま
す
。

　

個
人
の
場
合
、「
商
人
」
と
し
て
の

行
為
は
営
業
に
な
り
、
事
業
を
離
れ

た
私
的
日
常
生
活
に
関
す
る
も
の
は
、

営
業
に
な
り
ま
せ
ん
。

　
印
紙
税
を
納
め
て
い
な
か
っ

た
場
合
は
、ど
う
な
り
ま
す
か
。

　

印
紙
税
の
納
付
は
、
通
常
、

作
成
し
た
課
税
文
書
に
所
定
の

額
面
の
収
入
印
紙
を
貼
付
し
、
印
章

又
は
署
名
で
消
印
す
る
こ
と
に
よ
っ

Ｑ
１

AＱ
2

A

Ｑ
3

A

Ｑ
4

AＱ
5

A

消費税等と記載金額の関係

【記載金額は100万円になる】
　①金1,080,000円
　　（うち消費税等80,000円）
　②金1,080,000円
　　（税抜価格1,000,000円）

【記載金額は108万円になる】
　③金1,080,000円
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非
課
税
の
領
収
証
は

　
　
５
万
円
未
満
に

印
紙
税
改
正

　
Ｑ
＆
Ａ



3 ─ ５月号

て
行
い
ま
す
が
、
収
入
印
紙
を
貼
ら

な
か
っ
た
場
合
は
、
そ
の
印
紙
税
の

三
倍
に
相
当
す
る
金
額
が
過
怠
税
と

し
て
徴
収
さ
れ
ま
す
。

　

た
だ
し
、
調
査
前
に
自
主
的
に
不

納
付
を
申
し
出
れ
ば
、
一・一
倍
に
軽

減
さ
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
消
印
し
な
か
っ
た
場
合
に

も
印
紙
の
額
面
に
相
当
す
る
金
額
が

過
怠
税
と
し
て
徴
収
さ
れ
ま
す
の
で
、

ご
注
意
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
過
怠
税
は
、
全
額
が
法
人

税
の
損
金
や
所
得
税
の
必
要
経
費
に

算
入
で
き
ま
せ
ん
。

　
申
込
書
、
注
文
書
、
依
頼
書

等
と
表
示
さ
れ
た
文
書
の
取
扱

い
は
、
ど
う
考
え
た
ら
よ
い
の
で
す

か
。　

契
約
と
は
、
申
込
み
と
そ
の

申
込
み
に
対
す
る
承
諾
に
よ
っ

て
成
立
す
る
も
の
で
す
か
ら
、
契
約

の
申
込
事
実
を
証
明
す
る
目
的
で
作

成
さ
れ
る
単
な
る
申
込
書
、注
文
書
、

依
頼
書
等
（
申
込
書
等
）
は
、通
常
、

課
税
対
象
に
な
り
ま
せ
ん
。

　

し
か
し
、
例
え
申
込
書
等
と
表
示

さ
れ
た
文
書
で
あ
っ
て
も
、
そ
の
記

載
内
容
に
よ
っ
て
は
、
契
約
の
成
立

等
を
証
す
る
文
書
、
す
な
わ
ち
、
契

約
書
に
な
る
も
の
が
あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
契
約
の
成
立
等
を
証
明
す

る
目
的
で
作
成
さ
れ
る
文
書
は
当
然

に
契
約
書
に
該
当
し
ま
す
が
、
実
務

上
、
申
込
書
等
と
表
示
さ
れ
た
文
書

が
契
約
書
に
該
当
す
る
か
ど
う
か
の

判
断
は
、
な
か
な
か
困
難
で
す
。

　

ち
な
み
に
、
以
下
の
も
の
は
、
一

般
的
に
契
約
書
に
該
当
す
る
も
の
と

し
て
取
り
扱
わ
れ
て
い
ま
す
。

①　

契
約
当
事
者
の
間
の
基
本
契
約

書
、
規
約
又
は
約
款
等
に
基
づ
く

申
込
み
で
あ
る
こ
と
が
記
載
さ
れ

て
い
て
、
一
方
の
申
込
み
に
よ
り

自
動
的
に
契
約
が
成
立
す
る
こ
と

と
な
っ
て
い
る
場
合
に
お
け
る
申

込
書
等
（
た
だ
し
、
契
約
の
相
手

方
当
事
者
が
別
に
請
書
等
契
約
の

成
立
を
証
明
す
る
文
書
を
作
成
す

る
こ
と
が
記
載
さ
れ
て
い
る
も
の

は
除
か
れ
ま
す
）。

②　

見
積
書
そ
の
他
の
契
約
の
相
手

方
当
事
者
の
作
成
し
た
文
書
等
に

基
づ
く
申
込
み
で
あ
る
こ
と
が
記

載
さ
れ
て
い
る
申
込
書
等
（
た
だ

し
、
契
約
の
相
手
方
当
事
者
が
別

に
請
書
等
契
約
の
成
立
を
証
明
す

る
文
書
を
作
成
す
る
こ
と
が
記
載

さ
れ
て
い
る
も
の
は
除
か
れ
ま
す
）。

③　

契
約
当
事
者
双
方
の
署
名
又
は

押
印
が
あ
る
も
の

図表2　不動産譲渡契約書等の印紙税
契約金額 本則税率 軽減後の税率 軽減額不動産譲渡契約書（1号） 建設工事請負契約書（2号）

10万円超  　50万円以下 100万円超　200万円以下 400円 200円 200円
50万円超　100万円以下 200万円超　300万円以下 1千円 500円 500円

100万円超　500万円以下 300万円超　500万円以下 2千円 1千円 1千円
500万円超 1千万円以下 1万円 5千円 5千円
1千万円超 5千万円以下 2万円 1万円 1万円
5千万円超 1億円以下 6万円 3万円 3万円

1億円超 5億円以下 10万円 6万円 4万円
5億円超 10億円以下 20万円 16万円 4万円

10億円超 50億円以下 40万円 32万円 8万円
50億円超 60万円 48万円 12万円

図表１　売上代金に係る金銭又は有価証券の受取書の印紙税
［売上代金に係る金銭又は有価証券の受取書］

（注１）売上代金とは、資産を譲渡することによる対価、
資産を使用させること（当該資産に係る権利を
設定することを含みます）による対価及び役務
を提供することによる対価をいい、手付けを含
みます。

（注２）株券等の譲渡代金、保険料、公社債及び預貯金
の利子などは売上代金から除かれます。

（例）商品販売代金の受取書、不動産の賃貸料の受取書、
請負代金の受取書、広告料の受取書など

記載された受取金額が
　５万円未満	 非課税
　100万円以下	 200円
　100万円を超え200万円以下	 400円
　200万円を超え300万円以下	 600円
　300万円を超え500万円以下	 1千円
　500万円を超え1千万円以下	 2千円
　1千万円を超え2千万円以下	 4千円
　2千万円を超え3千万円以下	 6千円
　3千万円を超え5千万円以下	 1万円
　5千万円を超え1億円以下	 2万円
　1億円を超え2億円以下	 4万円
　2億円を超え3億円以下	 6万円
　3億円を超え5億円以下	 10万円
　5億円を超え10億円以下	 15万円
　10億円を超えるもの	 20万円
受取金額の記載のないもの	 200円
営業に関しないもの	 非課税

Ｑ
6

A



５月号 ─ 4

　緊急業務発生時に出勤を命じた場合に支
給するタクシー代は、会社が負担すべき業
務遂行上の費用です。その給付は従業員の
役務提供に対する対価という性格が希薄で
あり、費用弁償の性格をも有すると考えら
れます。そのため、タクシー代を従業員の
給与所得とすることは相当ではなく、会社
の負担すべき費用を立替払いしたものと認
められます。
　この場合、緊急の業務の内容は請求書な
どに記入し明確にしておくことが必要で
す。
　また、交通機関のストライキの際に自家
用車で出勤した従業員に支給するガソリン
代の場合には、交通機関を利用して出勤す
ることができないことから、自動車による
出勤のためのガソリン代の実費相当額を会
社が負担したとしても、会社の業務遂行の
ための費用負担と認められます。

　
広
告
契
約
は
、
広
告
と
い
う
仕
事

を
行
い
、
そ
れ
に
対
し
て
報
酬
を
支

払
う
契
約
で
す
か
ら
請
負
契
約
に
該

当
し
ま
す
。

　
し
た
が
っ
て
、
新
聞
広
告
、
コ
マ

ー
シ
ャ
ル
放
送
等
の
広
告
契
約
書
は

第
二
号
文
書
（
請
負
に
関
す
る
契
約

書
）
と
し
て
印
紙
税
の
課
税
文
書
と

な
り
ま
す
。

　
ま
た
、
営
業
者
間
に
お
い
て
将
来

行
わ
れ
る
二
以
上
の
広
告
に
つ
い
て

共
通
し
て
適
用
さ
れ
る
取
引
条
件

（
数
量
、
単
価
、
対
価
の
支
払
方
法

な
ど
）
を
定
め
る
も
の
は
、
第
七
号

文
書
（
継
続
的
取
引
の
基
本
と
な
る

契
約
書
）
に
も
該
当
し
ま
す
。
た
だ

し
、
こ
の
場
合
に
は
、
記
載
金
額
の

あ
る
も
の
は
第
二
号
文
書
に
、
記
載

金
額
の
な
い
も
の
は
第
七
号
文
書
に

そ
の
所
属
が
決
定
さ
れ
る
こ
と
と
な

り
ま
す
。

　制服等の支給は、職務の遂行上欠くこと
のできないもので、従業員に特別な利益を
与えるものではなく、使用者自身の業務上
の必要性に基づくものです。また、役務提
供の対価という性格が極めて希薄であるこ
とから、一定の制服の支給は非課税として
取り扱います。
　ここでいう「制服」とは、警察官、消防士、
鉄道職員などのように組織上制服の着用を
義務付けられている一定の範囲の者に対し
支給するものに限定していると考えられま
す。
　一方、所得税基本通達では非課税となる
制服の範囲を若干緩めて、必ずしも職務上
の着用義務がそれほど厳格とはいえない事
務服、作業服等についても非課税として取
り扱うこととしています。
　この取扱いは、両者で実質的には差異が

ないことから、課税上同様に取り扱うとい
う趣旨です。
　したがって、その事務服等の支給が非課
税とされるためには、それが、
①　職場において通常の職務を行う上で着

用するもので、私用には着用しない又は
着用できないものであること

②　事務服等の支給又は貸与が、その職場
に属する者の全員又は一定の仕事に従事
する者の全員を対象として行われるもの
であること（更に厳格にいえば、それを
着用する者がそれにより一見して特定の
職員であることが判別できるものである
こと）

が必要であると考えられます。
　これらのことから、私用として着用でき
る背広のように、制服等として支給され、
職務の遂行に当たり現に着用されているも
のであっても、これらの要件を満たさない
ものは、非課税とされる制服等には当たら
ず、給与として課税することとなります。

緊急業務のために出社する従業
員に支給するタクシー代等広

告
契
約
書
の
印
紙
税

背広などの支給による経済的
利益に対する課税


